
















東京大学経済学部は 2019 年 4 月に創立百周年を迎えた。日本の高等教育で経済学が初めて講






1842‐1924）とその妻 M. ペイリ（Mary Paley Marshall, 1850‐1944）共著の『産業の経済学（The 










































摩藩開成所，慶應義塾，大学南校で英学を修め，1871 年から 79 年までアメリカに留学してイェー
ル大学で経済学を学んだから，ハーヴァードに学んだフェノロサとほぼ同じ学問的な環境で育った
ということができる。それゆえ，初期の東大の経済学教育では，同時代のハーヴァードやイェー






（1）　『東京帝國大學五十年史』上冊第二巻（第一期，1877 ～ 1886 年），687‐692 頁。
（2）　東京大学でも M.G. フォーセットの Political Economy for Beginners, 1870（林正明訳『経済入門』1873 年，永田






を経て，1886 年以降は帝国大学法科大学教授として（3），おもにシュタイン（Lorenz von Stein, 1815‐




























氏名 国籍 在籍時期 担当科目
Ernest Francisco Fenollosa アメリカ 1878‐84 理財学
Karl Rathgen ドイツ 1882‐90 国法学，行政学，統計学
Uda Eggert ドイツ 1887‐93 財政学，理財学
Adolf von Wenckstern ドイツ 1893‐96 理財学，財政学
Ernest Foxwell イギリス 1896‐99 経済学，財政学
Charles Summer Griffin アメリカ 1899‐1904 経済学，財政学
Oliver Sprague アメリカ 1905‐08 経済学，財政学
Heinrich Eugen Waentig ドイツ 1909‐13 経済学
Edward Joseph Blockhuys ベルギー 1911‐13?‐31 商学，会計学，貿易実務
William Hyde Price アメリカ 1919‐21 経済学
Siegfried Berliner ドイツ 1913‐15 商学
Emil Lederer ドイツ 1923‐25 経済学





























（5）　｢介入的自由主義」については小野塚［2009］，小野塚［2011］，および小野塚［2018］第 19 章，第 23 章を参照さ
れたい。
（6）　｢東京帝国大学ニ於ケル経済学教授法改良意見」［1910 年 10 月］。高野岩三郎は ｢私はこの独逸語原文を所持せ
ぬ。またその翻訳者を知悉せざるを憾みとする」と述べているが（｢［東京帝国大学経済学部創設に関する］思いで
の資料二，三」『帝国大学新聞』1935 年 3 月 13 日，高野［1961］に再掲），これを読んでいるはずの大内兵衛の回
想（1968 ～ 71 年）によるなら，日本語版の意見書は高野岩三郎が書いたとしている（『東京大学経済学部五十年史』

















金井延 1865‐1933 1891‐1925 ドイツ（シュモラー，ヴァーグナー） 経済学第一 ○
松崎蔵之助 1866‐1919 1892‐1919 農・高商 ドイツ・フランス（ヴァーグナー） 財政学第一
高野岩三郎 1871‐1949 1903‐19 →大原 ドイツ（ブレンターノ） 統計学 ○
山崎覚次郎 1868‐1945 高商→ 1902‐29 ドイツ 経済学第二 ○
新渡戸稲造 1862‐1933 京都→ 1906‐20 アメリカ（Johns Hopkins University） 殖民政策
河津暹 1875‐1943 1901‐35 イギリス・ドイツ 経済学第三 ○
矢作栄蔵 1870‐1933 1901‐31 ドイツ・フランス・イギリス 経済学第四 ○
松岡均平 1876‐1960 1903‐22 →拓殖大 ヨーロッパ・アメリカ 経済学第五 ○
渡辺銕蔵 1885‐1980 1913‐23 東商・東宝 イギリス・ドイツ・ベルギー 商学第一 ○
森荘三郎 1887‐1965 1915‐47 保険学 ○
上野道輔 1888‐1962 1917‐49 イギリス・ヨーロッパ 商学第二 ○
土方成美 1890‐1975 1917‐39 アメリカ・イギリス・フランス 財政学 ○
森戸辰男 1888‐1984 1916‐20 退職後ドイツ ○
舞出長五郎 1891‐1964 1919‐52 ヨーロッパ・アメリカ 経済学史 ○
大内兵衛 1888‐1980 1919‐20，‐49 21 年ドイツ 財政学 ○





河合栄治郎 1891‐1944 1920‐39 アメリカ（Johns Hopkins University） 社会政策






中西寅雄 1896‐1975 1923‐39 →陸軍省 ドイツ 経営経済学
佐々木道雄 1897‐ ？ 1923‐58 商業数学
土屋喬雄 1896‐1988 1924‐38，‐57 経済史
有沢広巳 1896‐1988 1924‐38，‐56 ドイツ 統計学
大森義太郎 1898‐1940 1924‐28 経済理論
馬場敬治 1897‐1961 1925‐57 経営経済学
山田盛太郎 1897‐1980 1925‐30，‐57 外国語経済学
山田文雄 1897‐1978 1930‐39 工業政策 ○
橋爪明男 1899‐1975 1925‐45 銀行論




していた大内兵衛（7）までの 15 名を見るなら，ドイツに留学していないのは新渡戸，森，土方の 3













1896 年 4 月 26 日に，桑田熊蔵，山崎覚次郎，加藤晴比古，織田一，田島錦治，小野塚喜平次，
高野岩三郎，鈴木純一郎，中村進午，中島信虎らが日比谷の甲午倶楽部に会合して，「社会問題研
究会（Verein für Sozialpolitik）（9）」を始めることとした。桑田は法学者で，東京帝国大学で社会政策
（7）　大内兵衛の助教授任官は，正確には，1919 年 5 月だが，『東京大学経済学部五十年史』にならって，経済学部創
立時の教員として扱う。





‐91 頁）。また，1896 年の 11 月に ｢経済学攻究会」が創立され，その ｢創立会に於て経済学上に関する術語を日英仏
独四カ国語に区別し調査するの議を決し，之を金井延，櫻田助作，井上辰九郎の三氏に附託すること」とした（そ
の最初の成果は『経済叢書』第 3 号，1901 年 6 月 23 日，206 頁，同第 4 号，1901 年 7 月 20 日，204‐205 頁，経済書






























て，会員は，1902 年には 68 名，1922 年には 236 名となり，経済系諸学を中心として，政治学，法
学等の諸分野で，社会政策や社会改良（たとえば工場法の制定・施行）に関心を持つ研究者・活動




















（12）　『労働世界』第 24 号，1898 年 11 月 15 日，6 頁。なお，この演説会は同年 10 月 26 日夜に神田青年会館で開催された。
大原社会問題研究所雑誌　№734／2019.1210
という学問がどの国でも共通に呈した特殊な性格の両面について，考察することにしよう。
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，曰く社会主義















その後，社会政策学会が 1897 年から 98 年にかけて結成されたことは上述のとおりであるが，こ
の学会はその後 1899 年に以下の文章を『国家学会雑誌』の雑報欄に発表した（16）。
（13）　和田垣謙三 ｢講壇社会党論」『国家学会雑誌』第 2 巻第 13 号，1888 年，133‐143 頁。
（14）　｢講壇社会主義（Kathedersozialismus）」という名称は，元来，ドイツ・マンチェスター学派や保守派の側か
ら，ドイツ歴史学派・社会政策学会は社会主義と同じことを大学の講壇で唱えていると非難・侮蔑するために用い
られ始めた概念である。マンチェスター学派を代表する Heinrich Bernhard Oppenheim が，National-Zeitung 紙の





（15）　経済雑誌としては，田口卯吉が 1879 年に発刊した『東京経済雑誌』（1879 ～ 1923 年）の方が古いが，画に描い
たような古典的自由主義の宣伝誌であったため，古典派経済学以外の経済学のあり方を知ってしまった経済学者・
経済学部学生たちには大きな影響力を行使できなかった。

















3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
。何となれば極端なる利己心の発動と制限なき自由競争とは貧富の
懸隔を甚しくすればなり。余輩は又社会主義に反対す
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
。何となれば 現在の経済組織を破壊し，
資本家の絶滅を図るは，国運の進歩に害あればなり。余輩の主義とする所は
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
，現在の私有的経
3 3 3 3 3 3 3
済組織を維持し
3 3 3 3 3 3 3
，其範囲内に於て箇人の活動と国家の権力とに由って階級の軋轢を防
























『国家学会雑誌』第 12 巻第 136 号，582‐593 頁，加藤晴比古 ｢社会政策と財政政策」『国家学会雑誌』第 13 巻第 146
号，40‐56 頁，桑田熊三 ｢独逸に於ける社会政策の要領」『国家学会雑誌』第 13 巻第 148 号，1‐19 頁。
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（18）　『労働世界』第 80 号，1901 年 6 月 1 日，2 頁。














































































































































































































































































































































































































1897‐98 年のイギリス合同機械工組合（ASE）の 8 時間労働日要求（当時の国際労働運動の標準
的かつ代表的な要求）から始まった大ロックアウトの際に，日本でも，片山潜が日本の鉄工組合
を代表して連帯の挨拶を送り（30），また，日露戦争中の第二インターのアムステルダム大会において，
（29）　第一のグローバル経済については，小野塚編［2014］序章，第 3 章，第 5 章，および小野塚［2018］第 20 章を
参照されたい。




































浅いものの，人としてのあらゆる権利をわがものとする（in the full possession of all our right as men）まで，労
働者啓発と運動に傾注せんと決意するものである。成功を期す」。ASE, Monthly Report, February 1898, p.50．
（31）　J.Joll, The Second International 1889‐1914, Routledge & Kegan Paul, 1955, revised in 1974, p.108（池田清・祇








わるさまざまな問題の所在を的確に指示していた（33）。同学会の第 2 回大会（1908 年）は，「関税問題
と社会政策」を共通テーマとした。関税問題が，社会政策学の共通の主題でありえたことを，現在
の社会政策学会の会員は，どれほどの現実性をもって想像できるだろうか。第 3 回大会（1909 年）
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，社会正義によってのみもたらされる





戦後に ILO 条約・勧告として実現している（ILO 条約・勧告のほとんどは，第一次世界大戦以前
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